
 

 

 

2022 年 1 月 19日 

各 位 

 

会  社  名  株 式 会 社 ピ ー ・ ビ ー シ ス テ ム ズ 

代 表 者 名  代表取 締役社長  冨 田 和 久 

（コード番号：4447 福証Ｑ-Ｂｏａｒｄ） 

問  合  せ  先   取締役管理本部長  彌 永 玲 子 

（ TEL．092-481-5669（代表）） 

 
 

シンプロビジョン株式会社との業務提携に関するお知らせ 

 
 

当社は、シンプロビジョン株式会社（本社：兵庫県神戸市、代表取締役：松本  健、以下、

シンプロビジョン社）との間で業務提携契約を締結しましたので、お知らせいたします。 

 

１． 業務提携の理由 

 当社は、Citrix Systems, Inc.（NASDAQ：CTXS）の製品をはじめとした、プライベートクラウドを

実現する主要なソフトウェアをカスタマイズすることで顧客企業の基幹システムをクラウド化

する、「セキュアクラウドシステム事業」を主力事業として全国に展開しております。 

 一方、シンプロビジョン社は創業時から基幹システムの稼働継続にはデータ管理改革が重要と考え、

「データ仮想化*」のテクノロジーをメーカー、クラウド事業者、ディストリビューター、システム

インテグレーター向けに営業支援サービス、技術支援サービスとして提供しており、レジリエンスを

手始めにハイブリッドクラウドソリューションとして関東、関西のエンドユーザーを中心に展開して

おります。 

 

シンプロビジョン社と当社が保有するノウハウ、製品などの経営資源を活用することで以下の

シナジー効果を創出し、両社の更なる事業拡大と企業価値向上を実現できるという期待から、

今回の業務提携に至りました。 

 

＊ データ仮想化とは 

今までのバックアップ方式からデータ仮想化ソフトウェアを利用する方式に変更することにより、

バックアップ用途のみでなく、テスト環境構築やデータ分析、レジリエンス強化と多用途にデータを

利活用できる技術のこと。 

 

シナジー効果： 

 

・地理的な補完 

シンプロビジョン社と協業することで、第一に、東京営業部における関東圏の営業力が拡張されます。 

加えて、今まで優良顧客が数社に留まっていた関西圏における営業力も強化されます。 

 

・レジリエンスビジネスの強化 

ランサムウェアの脅威が世界的に増す中、急速に高まるバックアップ/BCPニーズに両社の 

バックアップ/BCP環境構築の実績を持ちより、関連ソリューションの企画・研究・開発・ 

販売を充実・加速させます。 

 

・新分野への挑戦 

現行の取引分野を超えて両社の強みを持ち寄り、新規共同プロジェクトの立ち上げをめざします。 

 

 



２．業務提携の内容 

（１）当社が主力事業と位置付けるセキュアクラウドシステム事業に、シンプロビジョン社の保有する

関東、関西圏の営業リソースを組み合わせることで、関東圏、関西圏における顧客層の拡大を図る。 

 

（２）両社エンジニアによる交流を密に行い積極的に互いのノウハウやバックグラウンドを活用し、（１）の

顧客層の拡大に対応できるよう製造能力を拡大する。 
 
（３）シンプロビジョン社の蓄積している「データ仮想化の構築・運用サービスに関する豊富なノウハウ」を
当社に提供することにより、当社が推進する「レジリエンス強化」サービスをハイブリッドクラウド環境まで
拡張し、販売を加速させる。 

 
３．業務提携の相手先の概要 

（１） 名 称 シンプロビジョン株式会社 

（２） 所 在 地 兵庫県神戸市東灘区向洋町中 6丁目 9番地 

（３） 代表者の役職・氏名 代表取締役 松本 健 

（４） 事 業 内 容 IT コンサルティングサービス及び営業支援サービスの提供 

（５） 資 本 金 1,000 万円 

（６） 設 立 年 月 日 2013 年 7 月 

（７） 社 員 数 15 名（2021年 4月 1日現在) 

（８） 
大株主及び持株比率 
（2022年１月 19日現在） 

松本 健 100％ 

（９） 
上場会社と当該会社 
の 関 係 

資本関係 該当事項はありません 

人的関係 該当事項はありません 

取引関係 
当社は 2022 年 1 月 14 日にシンプロビジョン社と
営業支援に関する業務委託契約を締結しております 

関連当事

者への該
当 状 況 

該当事項はありません 

※シンプロビジョン株式会社は非上場企業のため業績を公表しておりません。 
 
 
４．日 程 

（１） 契 約 締 結 日 2022 年 1月 19日 

（２） 事 業 開 始 日 2022 年 1月 19日 

 

 
５．今後の見通し 

本件が当社の 2022 年 9 月期業績に与える影響は軽微であると見込んでおりますが、中長期的には、
当社の業績の向上に資するものと考えております。 

 
 

以 上 


